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なし 町単独補助 国県補助

年度

平成２４年度高鍋町事務事業評価表

◎事務事業の概要

事務事業名 放課後児童クラブ事業 基本目標 町民等との協働による子育て支援の充実

事業の目的

対象(誰を・何を) 町内に居住する、原則小学校3年生までの児童

意図・目的
両親等の保護者が就労していることで、家庭での見守りが出来ない状況にある家庭の代わりを行
う。

事業の内容
学校や幼稚園または保育園で、学校の就業時間後または土曜日、夏休み期間に午後6時半ごろまで親の代わりに
児童を見守る。

河野　辰己 開始年度 年度

◎事務事業の目的・内容

担当課(局)･係 健康福祉課 子ども支援係 記入者 北川　茂麗 評価者

人

主
な
支
出
項
目

委託料 16,097 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 23年度人件費

事業従事者数 H23 0.15 人 H24 0.1523年度決算額 16,097 千円 24年度予算額 16,097 千円

1,071 千円

千円 県支出金 6,831 千円 24年度人件費 1,072 千円

24年度予算額における一般財源の割合(H24) 57.6 ％

千円 一般財源 9,266 千円 根拠法令・要綱等があれば記載してください

千円 地方債 千円

町
の
補
助
事
業

補助事業名 -

補助交付団体 - 補助金要綱 -

23
年
度

補助額

千円 千円

補助の割合 - ％

繰越額 - 千円

千円 終期 -

団体の決算額 - 千円 H23年度までの見直しの状況・評価委員会での決定事項等

- 千円 補助の形態 - H24年度補助額 -

◎成果指標と活動指標

成果指標

成果指標名 何を狙い、どのような成果が得られたのか

1 町内の実施施設数 施設利用の要望のある児童を受け入れる施設を5箇所設置した。

2

3

◎達成状況

3

活動指標

活動指標名 どれほどの活動をしたのか、事業の手法、手順等を詳細に

1 職員の配置状況 利用者の安全性を考慮し、適切な人員を配置した事業を5箇所で実施した。

2

24年度

成
果
指
標

町内の実施施設数

目標値
箇所

5 5 5
実績値 5

指標名 単位 22年度 23年度

実績値

5
達成率 ％ 100.0% 100.0%

達成率 ％
目標値

目標値

実績値
達成率 ％

活
動
指
標

職員の配置状況

目標値
箇所

5 5

目標値

5

実績値 5 5

達成率 ％ 100.0% 100.0%

実績値
達成率 ％

達成率 ％

目標値
実績値



健福5

※町補助をしている場合のみ記入

◎事務事業評価委員の意見等 ◎今後の方向性

・必要と考えるが、今後の希望者の増加に対する考え方運営の方法を考えていくべき。
・障害児ともいえないグレーゾーンの子供が増えている。その様な施設も必要である。
・待機児童、特に発達障害児の増加が顕著であり、今後は施設の増築若しくは新たな施設の設置も急が
れる状況を考えると、改善計画の作成が不可欠と思われる。
・利用者が増加する中、子育て支援の一環として施設数、受入数、対象児童など拡充すべきである。
・発達障害児の対応をどうするか検討することが急務である。

事務事業評価委員会

判定 維持

外部評価委員会

判定

◎事務事業の評価

担当者記入欄 評価する項目
点数
自己
評価

事務事業名 放課後児童クラブ事業 担当課（局） 健康福祉課

（
必
要
性

）

妥
当
性

　核家族化が進み、共働きの家庭では放課後に家庭において児
童を見守ることが出来ないため、仕事の終業時間まで放課後児
童クラブで親に代わり児童の見守りを行う必要がある。

◎目的からして町が行うべきか 2

◎同様の事業を他課・他団体で行っていないか 2

◎社会情勢（住民ニーズ）に適応しているか 2

◎事業廃止による影響があるのか 2

効
率
性

　費用については、国県補助基準額を基に算出している。東西小
学校については、単独の施設となるために、基準額に町が単独
での経費を負担している状況である。

◎活動量の効果は実際に上がっているか 2

◎費用対効果が充分に認められるか

有
効
性

　多くの入会希望があり、多くの児童クラブで定員限度の登録が
ある。

◎目標に対して成果は得られているか 2

◎すでに目的は達成されていないか 1

2

協
働
性

なし。
◎町民との協働の可能性があるか（ボランティア・
ＮＰＯ等）

0

合計（最高18点） 15

合計（最高4点） 0

そ
の
他

◎総合評価（今後の方向性を含む）

（
公
平
性

）

公
益
性

◎公益性が高いか
※公益性：不特定かつ多数の者の利益の増進に
寄与していること
◎行政では対応できない部分を、補助事業がカ
バーしているか

◎町民の理解が得られる事業であるか

廃止

総
　
合
　
評
　
価

◎担当者の方針に対する
評価者としての所見

◎統括者として、どのよう
に事業を進めるべきと考
えているか、等

　現下の厳しい経済状況等のため、共働き家庭が増え、本事
業は、必要不可欠な事業といえる。現状も定員を超える申込
みがあり、受入施設の増設等も検討すべきである。

今後の方向性

　
事
業
の
方
向
性

拡充 ○

維持

廃止 縮小 維持 拡充

コ　ス　ト

縮小


